
令和７年度第２回大阪府地域職業能力開発促進協議会 概要 

１ 日時 

令和８年３月９日（月）午後２時00分から午後３時45分まで 

 

２ 開催場所 

  大阪労働局第二庁舎 18階大会議室 

 

３ 議事概要  

（１）令和７年度（12月末）公的職業訓練の実施状況について説明し、理解を得

た。 

（２）大阪労働局、大阪府、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪

支部から令和８年度大阪府地域職業訓練実施計画（案）を説明し、承認を得

た。 

①  労働市場の動向と課題（当計画（案）から抜粋） 

大阪府における雇用失業情勢は、令和７年12月の有効求人倍率が1.16倍と

「現下の雇用失業情勢は、改善の動きが弱まっている」状況にある。 

国レベルにおいては、生産年齢人口の減少に伴って人手不足感が深刻化し

、社会全体での有効な人材活用が必要となっており、そのためには、働く方

々の意欲と能力に応じた多様な働き方を可能とし、賃金上昇の好循環を実現

していくことが重要である。 

また、中長期的にみると、少子化による労働供給制約という課題を抱えて

いる。 

加えて、デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォ

ーメーション（以下「ＤＸ等」という）の進展といった大きな変革を受けて

、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上のために必要と

される人材の確保、育成が求められているが、企業規模等によってはＤＸ等

の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要な状況にある。 

大阪府においては、女性の就業率が全国と比較して低く女性の就業が進ん

でいないことや、就職氷河期世代を含む不安定な就労を繰り返し就職に支援

が必要な中高年世代（以下「中高年世代」という。）をはじめ、希望する就

職が実現できず、不本意ながら不安定な仕事についている非正規雇用労働者

など、女性・若者・中高年世代・非正規雇用労働者・障がい者の就業を促進

していくことが重要な課題となっている。 

また、デジタル田園都市国家構想総合戦略に基づくデジタル人材の育成、

製造、建設、介護医療福祉分野等人材不足が深刻な分野における人材確保が



より一層重要となっている。 

さらに、インバウンド需要に対応した、人材確保も喫緊の課題となってい

る。 

   これらの課題解決や持続的な経済成長の実現していくためには、多様な人

材が活躍できるような環境整備を進め、労働生産性を高めていくことが必要

であり、そのためには、職業能力開発への投資を推進していくことが重要で

ある。 

②  令和８年度の公的職業訓練の実施方針（当計画（案）から抜粋） 

離職者等を対象とする公的職業訓練については、デジタル分野等成長が見

込まれる分野、製造、建設、介護・医療・福祉分野等人材不足が深刻な分野、

インバウンド需要も踏まえた旅行・観光分野における人材育成に重点を置き、

訓練コースを設定する。また、「中高年世代の者」、「ひとり親家庭の父母」、

「若年者」、「障がい者」、「高年齢者」等の人材育成に資する訓練を実施

する。さらに、多様な事情を抱える求職者等が、生活との調和を保ちつつ職

業訓練を受講できるよう実施期間・時間に配慮した訓練コース、オンライン

を活用した訓練コース（ｅラーニング含む。）、託児サービス付き訓練コー

スの設定を推進する。 

（３）公的職業訓練効果検証ワーキンググループの実施方針について、地域の人

材育成を効果的に実施するため、訓練コースの内容がニーズに即したものと

なっているか、訓練効果等が上がっているか等の検証を行い、当該検証効果

を踏まえた見直しを行うことを目的とし、令和８年度の検証対象分野につい

ては、営業・販売・事務分野とすることで承認を得た。 

 

４ 主な意見等 

（１）令和８年度大阪府地域職業訓練実施計画（案）の第１の１「計画のねらい」

と第３「令和８年度の公的職業訓練の実施方針」について、中央職業能力開

発促進協議会での意見を受けて、どのように変更される可能性があるのか。 

［事務局回答］ 

公的職業訓練は就職を見据えたものであるとの内容が盛り込まれる可能性

がある。 

（２）令和８年度大阪府地域職業訓練実施計画（案）訓練種別ごとに「就職率は

○％を目指す。」と記載があるが、目指すべきは100％である。実施計画への

記載は、「就職率の目標は○％」としてはどうか。 

［事務局回答］ 

ご意見を反映できるか検討したい。（その後、「○％以上を目標とする。」



に文言を変更。） 

（３）公的職業訓練効果検証ワーキンググループについて、在職者訓練を受講す

ることでどれほど技術が深まったか検証する予定はないか。 

［事務局回答］ 

在職者訓練については、アンケート調査を行い、講座の満足度を把握して

いるところである。満足度は非常に高いものではあるため、今後、事例を披

露できるか検討していきたい。 

（４）多くの分野にＤＸの推進やＩＴリテラシーの導入等が組み込まれているが、

最低限何を教えるのかといった標準化モデルのようなものはあるのか。 

［事務局回答］ 

各訓練のカリキュラムにおいて目標は設定しているところである。 

（５）公的職業訓練効果検証ワーキンググループでは、需要と供給のミスマッチ

をどのように解消するかが求められている。特に、どの分野でもＤＸによる

業務改善が進められていくことを踏まえると、ＤＸを進める上での課題を抽

出し、それを横串として検証する必要がある。今後どの分野を対象にする場

合でも、この視点を一つの柱として据えることで、カリキュラム内容と実際

の業務ニーズとのミスマッチ防止につながるのではないか。 

［事務局回答］ 

いただいたご意見をベースに検証を進めていきたい。 

 

５ 出席者 12名 

田口 直樹  大阪公立大学商学部 教授 

平岡 潤二  公益社団法人関西経済連合会 労働政策部担当部長 

小林 幸治  大阪商工会議所 人材開発部部長 

谷山 真記子 大阪府中小企業団体中央会 事務局長 

藤井 静児  一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会 理事長 

藤巻 靖士  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 大阪支部長  

丸山 鷹史  一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 

        株式会社ニチイ学館大阪支店長 

池田 佐環  株式会社パソナ営業統括本部エキスパート・ＢＰＯ事業本部 

      パブリック本部関西パブリック事業部  

沼本 和輝  近畿経済産業局地域経済部地域経済課 総括係長 

蒲生 郷幸  大阪府商工労働部雇用推進室人材育成課 参事 

高橋 秀誠  大阪労働局長 

石田 恵介  大阪労働局 職業安定部長  


